
包括外部監査の結果に基づき

知事等が講じた措置の通知内容

平成１４年６月

東 京 都 監 査 委 員



.



地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２

条の３８第６項の規定により、包括外部監査の結果

に基づき、又は当該監査の結果を参考として講じた

措置について、東京都知事及び東京都教育委員会か

ら通知があったので、通知内容を次のとおり報告す

る。

平成１４年６月３日

東京都監査委員 山 本 賢太郎

同 鈴 木 貫太郎

同 横 山 樹

同 藤 原 房 子



．



目 次

頁

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥第１ 報告の範囲及び概要 １

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥第２ 報告の内容 ２

［平成１２年度包括外部監査］

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１ 都立の大学の経営管理について ２

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥大学管理本部（旧都立大学ほか（注１ ） ２）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２ 東京都における交通事業の経営管理について ２５

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥交通局 ２５

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥帝都高速度交通営団【都市計画局】 ３１

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥東京臨海高速鉄道株式会社【都市計画局】 ３３

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥株式会社ゆりかもめ【港湾局】 ３５

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥多摩都市モノレール株式会社【都市計画局】 ３６

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥東京都地下鉄建設株式会社【交通局】 ３８

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥都市計画局 ３９

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 財産管理について ４０

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥環境局 ４０

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥産業労働局（旧労働経済局（注２ ） ４０）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥住宅局 ４１

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥建設局（旧多摩都市整備本部（注３ ） ４２）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥建設局 ４２

［平成１１年度包括外部監査］

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１ 東京都の経営する病院の経営管理について ４４

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥福祉局（旧高齢者施策推進室（注４ ） ４４）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２ 土地（未利用地）の管理運用について ４５

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥財務局 ４５

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 公の施設等の管理について ４６

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥財団法人東京都生涯学習文化財団【教育庁】 ４６

‥‥‥‥‥‥‥株式会社東京国際貿易センター【産業労働局（旧労働経済局（注２ 】 ４７））

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４ 出資団体の経営管理について ４９

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥財団法人東京都新都市建設公社【都市計画局】 ４９

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥東京都住宅供給公社【住宅局】 ４９



‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥株式会社東京テレポートセンター【港湾局】 ５１

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥東京臨海熱供給株式会社【港湾局】 ５２

（注１）都立大学、都立科学技術大学（総務局所管 、都立短期大学（総務局所管）及び都立保健）

科学大学（旧衛生局所管）は、平成１３年７月１日に大学管理本部に再編された。

（注２）労働経済局は、平成１３年４月１日に産業労働局に再編された。

（注３）多摩都市整備本部は、平成１４年４月１日に建設局に統合された。

（注４）高齢者施策推進室は、平成１３年４月１日に福祉局に統合された。



- 1 -

第１ 報告の範囲及び概要

平成１２年度包括外部監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考として講

じた措置について、東京都知事から通知を受けた内訳は、次の表のとおりである。

（表）通知の内訳 （単位：件）

監 査 テ ー マ 指摘等件数 通 知 件 数

（ ）都立の大学の経営管理について ２６

６９ ６８

（ ）東京都における交通事業の経営管理について ９

５６ ５６

（ ）財産管理について ３

８ ７

（ ）３８

合 計 １３３ １３１

（注 （ ）内は、指摘等に対して、その一部について措置を講じたとして通知を受けた）
ものであり、内数である。

平成１２年度包括外部監査における指摘、意見及び提言の総件数は１３３件であ

り、これに対して措置を講じたとして通知を受けた件数は、一部について措置を講

じたとして通知を受けたものを含めて１３１件となっている。

なお、このほかに、平成１１年度包括外部監査の結果に基づき、又は当該監査の

結果を参考として措置を講じたとして、東京都知事及び東京都教育委員会から、合

計２２件の通知を受けた。
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第２ 報告の内容

［平成１２年度包括外部監査］

１ 都立の大学の経営管理について

大学管理本部（旧都立大学ほか）

（１）大学事業の収支構造の改善を図るべきもの

ア 指摘等の内容

東京都の大学事業は４大学で行っているが、大幅な赤字経営事業となっている。

大学は都民に対し、運営の実状や成果に対する説明責任を果たし 「収支構造の抜本的な改、

善による効率的な大学経営」を実現していく必要がある。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１３年１１月、都立の大学が社会の要請や都民の期待に応え、その存在意義を改めて

明確にするための改革の具体策と、改革後の大学像を明らかにした「東京都大学改革大綱」

を策定した。今後、この大綱に基づく改革に取組む中で、都民に対する説明責任を果たして

いく。

また、大学の収支構造の抜本的改善のため、外部資金の受入柔軟化のための規則改正、授

業料等の改定、職員組織の簡素化、経常的経費の削減等に取り組んでいる。今後、さらに、

平成１７年度を目途に設立する新たな大学の法人化を目指すなかで、発生主義会計の導入や

財政運営の弾力化に伴って、効率的、機動的な予算執行によるコスト削減、外部からの研究

費など資金の積極的な受入れ、財産の有効活用等の自己財源の拡充などを図っていく。

（２）大学の総合的管理をすべきもの

ア 指摘等の内容

「大学事業の結合収支計算書」で示したような数値を総合的に所管する部署は東京都に存

在しない。

都の大学事業の全体計算を可能にするとともに全体的判断を可能にするために、統合的に

所管する部署を設置されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１３年７月、都立の４大学を一元的に管理運営し、大学改革を推進する局相当の組織

として 「大学管理本部」を設置した。、

これにより、大学管理本部が、都立の４大学事業全体を総合的に所管、管理することとし
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た。

（３）収支の把握のしくみを構築すべきもの

ア 指摘等の内容

都立の大学の予算執行の担当部署は分散している。各大学ごとの収支を統一的かつ総合的

に把握し管理できるシステムを構築されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１３年７月、都立の４大学を一元的に管理運営し、大学改革を推進する局相当の組織

として 「大学管理本部」を設置した。、

これにより、４大学の人件費の支出は、大学管理本部が一括して管理するとともに、都立

の４大学の予算・決算等の収支を大学管理本部において、統一的総合的に把握し管理できる

ようにした。

（４）指名競争入札の活性化を図るべきもの

ア 指摘等の内容

建物管理委託等の主な１３の委託契約の指名競争入札の状況は、それぞれの件名ごとに全

て同一業者が受注している。

したがって、指名競争入札が形骸化していると認められるため、指名競争入札の趣旨に沿

うよう活性化を図られたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

担当局である財務局とともに、入札・契約手続の透明性、競争性に努めているところであ

る。なお、平成１４年度の清掃委託では３契約について受注業者の変更があった。

（５）予算執行を見直すべきもの

ア 指摘等の内容

平成１１年度末において、入学考査費から、外国雑誌が購入されている。

入学考査費として支出する項目は、入学考査に必要な支出項目に限るべきである。

イ 講じた措置の概要【都立科学技術大学】

チェック体制の一層の強化のため、契約手続の事務フローチャートの事案決定原議作成段

階に「法令及び予算の確認」の項目を追加し、契約担当者に周知徹底を図った。

また、担当者全員に平成１３年３月出納長室作成の「支出書類のワンポイント」等を配布

して、予算執行の適正化の一層の徹底を図っている。

（６）大学独自の予算編成について

ア 指摘等の内容
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保健科学大学は衛生局所管の事業所であるため、予算についても衛生局医療計画部が、保

健医療行政の観点から編成している。大学自体の設置目的を達成するという観点からも、大

学独自に予算編成ができる仕組みを作ることが望ましい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

、 。 、平成１３年７月の組織改正により 本学は大学管理本部の所管となった このことにより

本学は大学管理本部の予算担当と直接予算編成について折衝することができるようになり、

大学の設置目的に沿った予算編成、要求が可能となった。

（７）兼業兼職承認申請書について

ア 指摘等の内容

事務処理の決裁が、大学の内部だけでは完結せず本庁へ協議するなど、決裁にかなりの時

間がかかっており、事務処理が非効率的である。兼業兼職の許可にあたっての決裁の簡素化

を検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

、 。 、平成１３年７月の組織改正により 本学は大学管理本部の所管となった このことにより

本事項についても簡素化が検討され、学長以外は、兼業兼職の事務手続が学内で完結するよ

うになっている。

（８）契約の締結について

ア 指摘等の内容

事務処理の決裁が、大学の内部だけでは完結せず本庁へ協議するなど、決裁にかなりの時

間がかかっており、事務処理が非効率的である。大学のような独立した組織にあっては、契

約締結に係る決定権限を大学に委譲することを検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

、 。 、平成１３年７月の組織改正により 本学は大学管理本部の所管となった このことに伴い

大学への契約締結権限の見直しが行われ、教育研究用機器具類の買入れについて、本学事務

局長の契約締結権限が３００万円未満から５００万円未満まで引き上げられた。

また、契約事務処理の流れについても、本庁の関与が必要な契約を限定するなど効率化が

図られた。

（９）収入支出の部門別管理について

ア 指摘等の内容

大学全体の収支を改善する上で、部門別の収支状況を把握することは重要な手掛かりとな

るため、給料等の集計も含め部門別収支計算に係るシステムを早急に構築することが望まし

い。
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イ 講じた措置の概要【都立大学】

、 、平成１２年度決算から 文部省管理局長通知に基づく資金収支内訳表の作成方法を参考に

部門別収支把握表を作成している。

（１０）教員に対するインセンティブの付与について

ア 指摘等の内容

教員にインセンティブを与え、特許等の取得や起業を促すことを検討されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

都立大学や科学技術大学において、社団法人ＴＡＭＡ産業活性化協会等と連携し、教員を

対象とした特許セミナーや、都内中小企業等との間で産学交流会を実施している。平成１２

年７月に設立されたＴＡＭＡ―ＴＬＯ株式会社を通じた研究成果の特許申請、平成１４年２

月からの研究成果のインターネット上での公開（シーズ集約３００件）などにより、特許取

得や起業へのインセンティブを高めている。

また、平成１３年１１月に策定した「東京都大学改革大綱」において、学内インキュベー

、 。ション施設を付置した産学公連携センターの設置を掲げ 産学公連携の拠点とすることした

これにより、教員の特許取得等が一層促進されることになる。

（１１）教員自らが研究成果を起業化する仕組みの構築について

ア 指摘等の内容

都立の各大学の教員について兼業兼職を許可する基準の見直しを検討されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１２年１１月に都立大学教員の兼業に関する取扱関係規程が整備された。

（ア）都立大学教員の技術移転事業者の役員等との兼業許可等に関する事務取扱規程

（イ）都立大学教員等の研究成果活用企業の役員等との兼業許可に関する事務取扱規程

（ウ）都立大学教員等の株式会社等の監査役との兼業許可等に関する事務取扱規程

これらの規程により、現在、ＴＬＯの役員１名、研究成果活用企業の役員１名、企業の技

術コンサルタントとして４名、研究開発に係る業務で１名、計７名の教員が兼業している。

（１２）研究成果を活用して起業する教員への融資制度等の創設

ア 指摘等の内容

教員が起業する場合に、企業経営のノウハウ等を援助する仕組みを構築することを検討さ

れたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

都立大学や科学技術大学において、社団法人ＴＡＭＡ産業活性化協会や東京都商工会連合

会等と連携し、教員を対象とした特許セミナーのほか産学交流会を実施している。
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平成１３年１１月に策定した「東京都大学改革大綱」において、学内インキュベーション

施設を付置した産学公連携センターの設置を掲げ、産学公連携の拠点とすることした。これ

により、さらに教員の起業化支援に取組んでいく。

（１３）外部資金の導入の促進について

ア 指摘等の内容

外部資金の円滑な導入に向けて対応策を検討されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１２年度において、関係規則の改正を行い、企業からの寄附金等による研究費につい

ては、年度を越えて使用することを可能とした。

また、平成１３年１１月に策定した「東京都大学改革大綱」において、平成１７年度を目

途に都立の大学を法人化することを謳っている。独立行政法人制度では、会計制度に発生主

義会計原則を導入し、弾力的な運営が可能となっており、法人化後の大学の会計制度も、こ

れに準じた弾力的な制度とする方向で検討している。

したがって、当初見積もった範囲を超えて受け入れた外部資金に基づく支出等も可能とな

るなど、会計制度の弾力化が実現できるものと考えている。現在、国において国立大学の法

人化の法整備が検討されており、都においても法人の制度設計の具体化に向け、検討組織を

設けて検討中である。

（１４）公有財産台帳の早期整備及び適時の公有財産異動状況報告をすべきもの

ア 指摘等の内容

公有財産台帳の記載事項（例：土地の上にある都有建物等）について不備があり、添付資

料（例：登記簿謄本等）についても完全には添付されていないものがある。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１２年度中に、記載事項の不備について是正するとともに、入手可能な資料を添付し

た。

（１５）公有財産の異動状況報告について

ア 指摘等の内容

公有財産の異動状況報告が毎回、半年間遅れている。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

異動状況報告期日までに報告できるようにした。

（１６）公有財産台帳の記録者及び管理者について検討すべきもの

ア 指摘等の内容
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大学からの報告に基づき大学の主管部で、公有財産台帳の記載をしているが、報告の遅れ

が発生することにより、台帳記録と現物とが異なることがある。

公有財産台帳の記録と現物の管理を大学が行うなどの、手続の変更を検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

平成１３年７月の組織改正により、本学は大学管理本部の所管となった。この時点から公

有財産台帳の管理及び記載については大学で実施している。

（１７）施設整備の大規模修繕計画及び取替更新計画を策定すべきもの

ア 指摘等の内容

建物・工作物について長期的な大規模修繕計画の策定を行っておらず、機器についてのみ

修繕履歴等を記した台帳の整備を行っている段階である。

長期的観点に立った施設整備の大規模修繕計画及び取替更新計画を早期に策定されたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

財務局の「長期保全計画作成要領」に基づいた「長期保全計画表」は作成済みである。未

完成書類（主要設備機器一覧表、機器個表、機器修繕履歴表等）について、速やかに作成し

ていく。

（１８）施設整備の大規模修繕計画及び取替更新計画を策定すべきもの

ア 指摘等の内容

現在、施設整備に関わる長期的な大規模修繕計画は策定されていない。教育に必須の設備

に対する修繕を省略すれば、本来の保有目的の達成に支障が生ずることになる。

長期的視点に立った施設整備の大規模修繕計画及び取替更新計画を早急に策定されたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

平成１３年度に、施設の老朽状況の調査を実施した。今後、この調査をもとに速やかに計

画を策定する。

（１９）備品の金額基準の見直し及び実地棚卸を実施すべきもの

ア 指摘等の内容

４大学の備品に対して統一的に適用すべき金額基準の見直しについて関係部局に働きかけ

るとともに、その棚卸実施基準の整備について検討されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

備品の金額基準の見直しについては、その所管局である出納長室に申し入れを行った。出

納長室内で、物品管理事務の簡素化、効率化を図ることを目的として制度改正が検討され、

その中で備品の金額基準額を平成１５年４月をもって、現行の２万円から５万円に引き上げ

ることになった。
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また、その制度改正のなかで、定期的に備品の現物照合をすることが定められている。

（２０）重要物品について物品台帳の記録整備、実地棚卸を実施すべきもの

ア 指摘等の内容

重要物品台帳の記録の正確性を担保する受払システムの整備について検討するとともに、

定期的に（少なくとも年に１度）重要物品の網羅的な実地棚卸を実施されたい。

イ 講じた措置の概要

【都立大学】

各部署において実地棚卸を実施し、不備はすべて是正した。また、各年度の年度繰越時

に実地棚卸を実施することとした。

【都立科学技術大学】

年１回の実地棚卸は平成１２年度末より実施済である。学内ホームページに物品の異動

に伴う手続、申請様式を掲載し、周知徹底を図っている。

【都立短期大学】

平成１２年度及び平成１３年度に実地棚卸を行った。また、平成１２年度及び平成１３

年度に購入した全ての重要物品について、システムへの登録を行った。

【都立保健科学大学】

実験・実習室を除く部分については、実地棚卸を行い台帳の整備が終了している。引き

続き、実験実習室の実地棚卸を行い台帳の整備を図る。

なお、物品管理制度の整備、改善については、所管局である出納長室により、平成１４年

４月、事務の大幅な制度改正が行われた。

（２１）一般備品及び重要物品のデータ管理について改善すべきもの

ア 指摘等の内容

財務会計システムの物品管理システムだけでは、各大学の個別の備品が非常に管理しにく

いという問題点がある。財務会計システム自体を改良するか、各部局の独自システムのデー

タを財務会計システムにデータ変換する等されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

物品のデータ管理のあり方については、その所管局である出納長室に申し入れを行った。

、 、 、出納長室内で 物品管理事務の簡素化 効率化を図ることを目的として制度改正が検討され

物品管理システムの仕様が大幅に改善されることになった。この中で、物品管理システムと

、 。パソコンの表計算ソフトとの間で データの互換性を持たせるための改良が検討されている

（２２）物品管理番号による備品の現物管理を徹底すべきもの
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ア 指摘等の内容

、平成４年の物品管理システム稼動前の物品について旧来の番号が付されたままであるため

早期に実地棚卸を行って、網羅的に物品管理番号のシールの貼り付けを実施されたい。

イ 講じた措置の概要

【都立大学】

各部署において実地棚卸及びシール貼付を実施済である。
ちょうふ

【都立科学技術大学】

平成１２年度末までに、全備品について実地棚卸、備品ラベルの貼付を実施した。
ちょうふ

【都立短期大学】

平成１２年度以前に購入した備品について、平成１３年３月までに実地棚卸及び物品管

理番号のシール貼付を完了した。また、平成１３年度に購入した備品は、すべて供用時に
ちょうふ

備品管理番号のシール貼付を行った。
ちょうふ

【都立保健科学大学】

実験・実習室を除く部分については、整備を終了している。実験・実習室は引き続き実

地棚卸を行い早期に整備する。

（２３）実態に合わせた備品管理をすべきもの

ア 指摘等の内容

備品を移動した際の異動結果が台帳へ反映されていない。台帳は実態に合わせた形で登録

・更新を行うこと。複数の物を組み合わせて購入した物品は、一式でなく細分化した単位で

の登録を行うこと。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

台帳については、実験・実習室を除き整備済である。実験・実習室は、引き続き実地棚卸

を行い早期に整備する。

また、複数のものを組み合わせて購入した物品は、物品管理制度改革の中で出納長室から

別途示される基準等により、契約・購入上、また物品管理上最も適切と思われる名称を付し

た上で、登録・管理を行う。

（２４）備品の管理責任部署を明確化すべきもの

ア 指摘等の内容

備品の管理責任を明確化するためにも、正しい登録を行われたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

実験・実習室を除き整備済である。引き続き実験・実習室の整備を図る。

（２５）ＡＶ機器及びＡＶ教材の棚卸をすべきもの
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ア 指摘等の内容

ＡＶ機器及びＡＶ教材の管理については外部業者に委託しているが、毎年度定期的に実地

棚卸を実施されたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

毎年度、夏季休業中に備品台帳をもとに照合し、管理及び廃棄手続を行っている。

（２６）不用品への区分換えを徹底すべきもの

ア 指摘等の内容

学部等の研究室で不用になった備品を、不用品への区分換えの手続をせず、とりあえず廊

下等に出して置く例が見受けられる。

物品管理者は、不用品への区分換えの手続をとるよう備品使用責任者に対し指導を徹底さ

れたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１２年１１月に実施した自己検査を機に、実状調査を行い指導の徹底を図った。

（２７）ソフトウェアの管理について

ア 指摘等の内容

ソフトウェアは 「消耗品」として扱われているが、資産管理の対象とするべきである。、

イ 講じた措置の概要【都立大学 【都立科学技術大学 【都立短期大学】】 】

ソフトウェアの管理体制の整備については、出納長室に検討を依頼したところであり、そ

、 （ ）の所管する物品管理制度の大幅な改正の中で 消耗品の管理の適正化 平成１５年４月実施

が予定されている。

（２８）不用品の再生及び相互利用の促進について

ア 指摘等の内容

不用品として区分換えされた物品でまだ使用に耐えるもののうち、他の場所で有効利用で

きる可能性があるものは積極的に転用を図るべきである。

イ 講じた措置の概要【都立大学 【都立科学技術大学 【都立短期大学 【都立保健科学大学】】 】 】

不用品の再生及び相互利用の体制の整備については、所管局である出納長室に申し入れを

行った。出納長室では、物品管理制度改革の中で、所属換えの手続によることなく、物品の

有効利用を図ることを目的に庁内貸出制度を創設するとしたところである。

しかし、不用品は対象外とされているため、有効利用できる可能性のある不用品について

は、その用途から、今後も所属換えあっ旋制度を積極的に活用していく。

（２９）研究費で購入した図書の図書館登録を早期化すべきもの
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ア 指摘等の内容

研究費で購入する図書については、図書館システム登録完了後に学部・学科へ返送するこ

とが原則であるが、教員が論文執筆に使用する場合等に、学部・学科に残留させている。図

書館でのシステム登録が早急かつ確実に行われる仕組みを検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

各学部事務室での受入手続が完了した時点で図書館に送付する旨、及びその際の図書館・

学部での事務処理の迅速化を徹底させた。また、各学部・学科の管理する図書の有効利用策

として他学部学生への貸出しを可能とした。

（３０）研究費で購入する図書の管理について改善すべきもの

ア 指摘等の内容

研究費で購入した図書についても備品と同一の取扱いをしているため、１冊の単価が２万

円未満の図書は、大学に対する寄付の対象にはなっていない。図書は金額の多寡にかかわら

ず、現在導入中の図書館システムに登録されたい。

イ 講じた措置の概要【都立短期大学】

平成１３年３月に 「東京都立短期大学研究費交付金の執行に関する規程」第２９条第２項、

を削除する規程改正を行い、研究費で購入した図書はすべて寄付の対象とした。同時に図書

登録のための様式として「研究費購入図書登録カード」を作成し、研究費による図書購入時

に教員が事務局に当該カードを提出することを義務付けた。以後、研究費で購入したすべて

の図書が寄付されている。

（３１）図書の棚卸を実施すべきもの

ア 指摘等の内容

東京都立科学技術大学では図書館会館以来、棚卸を実施したことがない。

図書館システムを利用し、研究室内の図書も含めて定期的な棚卸を実施されたい。

イ 講じた措置の概要

【都立科学技術大学】

。 、平成１３年９月３日から同月１４日まで棚卸を実施した 平成１４年度以降においても

図書館利用者の少ない時期に棚卸を実施する。

【都立短期大学】

図書館システムは、平成１７年度目途の新大学設立に向けて、統合システムとして構築

中であるため、棚卸は平成１４年度中に手作業で実施する。

（３２）図書館の未返却図書に関わる規程の整備をすべきもの

ア 指摘等の内容
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図書の督促手続については規程等に明記されておらず、慣例的に督促が行われている状況

にあるため、図書館規程等において未返却図書の督促手続を早急に定められたい。

イ 講じた措置の概要

【都立科学技術大学】

未返却図書督促事務については、規程整備を行い、平成１３年度より「科学技術大学附

属図書館規程第１８条（督促 」に基づき年４回、定期的に実施し効果をあげている。）

次年度以降も同様の方法で実施する。

【都立短期大学】

平成１２年１２月に「東京都立短期大学附属図書館管理規程施行細則」を改正し、未返

却図書の督促手続を規定化した。以後、同規程に基づき未返却図書の督促を行っている。

【都立保健科学大学】

「図書館利用規程」を改正し、第２４条に「督促」の条文を明記した。同規程に基づき

督促を行っている。

（３３）未返却図書に関する督促状送付先住所の共有をすべきもの

ア 指摘等の内容

未返却図書の督促状を図書館利用カードの住所に送付しているが、学部で保有の住所デー

タを利用し、宛先不明分については正しい住所に送付する必要がある。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

事務情報システムから学生住所データを入手し、図書館システムに反映されるように改善

した。

（３４）図書一括購入業者の選定について

ア 指摘等の内容

図書館が購入する図書については、図書委員会において年４回選定を行い、毎回入札によ

り業者の選定をし、購入している。他方都立大学では、年度始めに図書１冊あたりの割引率

を入札し、業者を選定している。事務負担軽減のため、業者選定の入札を年１回にすること

を検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

図書の購入について、継続して購読する雑誌類は、年度始めに割引率の契約を行い業者の

選定を行っている。なお、その他の図書類も事務負担を軽減するために、図書委員会での選

定方法を検討する。

（３５）未返却図書の請求に関する電子メールの利用について

ア 指摘等の内容
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未返却図書の督促について、保健科学大学で行っているように、電子メールの利用を検討

することが望まれる。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１５年度の導入を目途に、検討を進めている次期図書館システムにおいて、電子メー

ルによる未返却図書の督促処理を行えるようにする。

（３６）国立情報学研究所への図書データの提供について

ア 指摘等の内容

東京都立大学は、国立情報学研究所の図書館所蔵データベース（全国の大学図書館等が所

蔵する図書・雑誌の総合目録データベース）へのデータの提供を行っていない。単に利用す

るのみでなく都立の大学というその性格からも、積極的にデータを提供することがのぞまれ

る。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１５年度の導入を目途に、検討を進めている次期図書館システムにおいて、国立情報

学研究所の図書館所蔵データベースへのデータ提供が行えるようにする。

（３７）研究計画書等を作成すべきもの

ア 指摘等の内容

平成１１年度の学長推薦研究費３７３万５，０００円のうち３４５万円については、研究

計画書、収支決算報告書及び研究報告書が作成されていない。学長推薦研究費についても、

研究計画書等を必ず作成する必要がある。

イ 講じた措置の概要【都立科学技術大学】

平成１２年度の学長推薦研究費については、収支決算報告書、研究経過報告書を提出させ

た。

平成１３年度は、研究費のみを学長奨励研究費として計上し、公募により決定後、研究計

画書等を徴した。

（３８）研究用備品の管理を是正すべきもの

ア 指摘等の内容

教員が交付金によって設備、備品等を購入したときは、直ちに大学に寄付することが義務

付けられているが、平成１１年度に研究費で購入した約４６２万円の備品が大学に寄付され

ていなかった。これらについては、早急に、大学へ寄付させる必要がある。

イ 講じた措置の概要【都立科学技術大学】

平成１２年８月に全件処理を終了した 「研究費取扱の手引」を改訂し、関係職員等への周。

知を図っている。
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（３９）財団法人等からの研究助成金について

ア 指摘等の内容

（ア）研究助成金の把握をすべきもの

交付状況を一元的に把握し、かつ管理されたい。

（イ）助成金により購入した備品等について大学に帰属させるべきもの

所有権の帰属関係を取扱規程等により明確化されたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１２年１１月に「財団法人等研究助成金取扱要綱」を制定し、財団法人等からの研究

助成金について （ア）研究助成金の交付状況を一元的に把握するとともに （イ）助成金に、 、

より購入した備品等の所有権の大学への帰属を明確化した。

（４０）助成金により購入した備品等について大学に帰属させるべきもの

ア 指摘等の内容

応募研究による助成により購入した備品、図書については、義務的な寄附手続の対象とな

っていない。しかし応募研究は教員の公務であり、大学の施設を利用して行うものであるた

め、本来は、大学に帰属するものといえる。所有権の帰属関係を取扱規程等により明確化さ

れたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

応募研究による助成金で購入した図書等は、東京都に帰属する条件で受入を行っている。

平成１３年４月に「東京都立保健科学大学受託研究等取扱規程」を改正し、東京都に帰属す

る旨を明記した。

（４１）研究活動に係る自己点検・評価について

ア 指摘等の内容

平成９年度及び平成１０年度を対象とした「都立大学９８－教育と研究の改革―（第４回

自己点検・評価報告書 」は、ほとんどが研究費予算の獲得実績、研究テーマの紹介、研究発）

表状況等の記載までであり、研究活動の評価にまで及んでいない。

「東京都立大学自己点検・評価委員会規程」の趣旨に従い、各学部や研究科の研究活動に

ついての自己点検・評価を早急に実施されたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１３年３月の第５回報告書で、各学部や研究科の研究活動について、さらに踏み込ん

で現状と課題を明らかにした。

また、研究活動全般について 「大学評価・学位授与機構」の大学評価（分野別研究評価）、

や文部科学省「２１世紀ＣＯＥプログラム」を考慮に入れながら、大学としての基礎的なデ
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ータや研究活動全般における論文数の把握、サイテーション、外部資金の受入状況等のデー

タについて収集している。

今後 「大学評価・学位授与機構」等の第三者評価や「大学改革」の動向を考慮しながら、、

自己点検・評価活動のあり方について検討を行って行く。

（４２）研究費の配分について

ア 指摘等の内容

研究費支出の大半を占める研究奨励費は、平成１１年度では前年度に対して総額で１０％

削減されたが、講座別の研究費予算も画一的に１０％削減されており、研究成果は考慮され

ていない。研究費の配分にあたっては、自己点検・評価及び外部評価の結果等を考慮された

い。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１３年度に、研究分野における総長のリーダーシップの強化や、競争的環境の拡大に

よる研究の活性化などを目的に、学内公募型研究費である総長特別研究費を創設した。この

総長特別研究費の財源については、１／２を講座研究費より充当している。

また、講座研究費についても、従来からの一律的な配分方法を見直し、新たに評価配分枠

を設け、各学部において研究成果に基づく配分や、特定分野への重点的配分などを可能とし

た。

今後、大学改革の中で、さらに評価・配分方法を検討していく。

（４３）受託研究費の導入について

ア 指摘等の内容

受託研究費の導入実績は、平成１０年度及び平成１１年度とも１件であり、かつ両年度と

も同一の教員が同一の資金提供先から受け入れている。積極的な外部資金導入の拡大を図ら

れたい。

イ 講じた措置の概要【都立短期大学】

平成１３年度から、都立短期大学の大学案内に全常勤教員の主な研究テーマを掲載してい

る。

また、平成１３年１２月から公開した都立短期大学のホームページにも、全常勤職員の主

な研究テーマ（大学案内と同内容）を掲載して、受託研究費の受入れ拡大を図っている。

（４４）教員研究費に係る研究成果の公表について

ア 指摘等の内容

教員研究費といえども大学の予算を使用するため、特定研究費の公表と同様に研究成果の

公表について検討されたい。
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イ 講じた措置の概要【都立短期大学】

、「 」 、平成１３年３月に 東京都立短期大学研究交付金の執行に関する規程 第３０条を改正し

教員研究費による研究成果の公表を義務付けた。これに基づき、平成１３年度の教員研究費

による研究については、学会誌への掲載、著作物の刊行、学会における発表その他の方法に

より、研究成果を公表している。

（４５）切手の購入方針について検討すべきもの

ア 指摘等の内容

平成１１年度の切手の受払金額は次のとおり購入額以上に残高が残っている。切手は適切

に購入されたい。

イ 講じた措置の概要【都立科学技術大学】

平成１１年度以降は、購入量の調整、料金別納による使用頻度の低い在庫の払い出しなど

により、適切な購入、適正な在庫の維持に努めている。

（４６）入学金等の納入方法の見直しについて

ア 指摘等の内容

入学金について、入学手続時に現金で受領し、当日金融機関の担当者へ現金を引き渡して

いる。他の都立の大学では指定金融機関への振込方式を採用しており、現金の収納は極力減

。 。らすように対処すべきである 看護教員養成講座の受講料についても同様の検討をされたい

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

平成１４年度入学生から、他の都立の大学と同様に振込みによる納入とした。

（４７）看護教員養成講座に係る選考料の徴収について

ア 指摘等の内容

受講者選考料については徴収していないが、受講者選考にあたって経費を要している。入

学選考料と同様に、当該講座に係る選考料の徴収について検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

平成１４年度予算に受講者選考料を計上した。関係規程を整備し、平成１４年度から徴収

する。

（４８）休学者に対する学籍管理料の徴収について

ア 指摘等の内容

休学者に対しては、期の初日から休学した場合には授業料が免除されているが、休学者に

対しても学生証の交付や学籍の維持管理のためのコストが生じているため、学籍管理料を徴

収することを検討されたい。



- 17 -

イ 講じた措置の概要【管理部】

休学者の授業料については、現在の授業料体系が他の国公立大学と同様の体系を採用して

いること、休学者のみに要するコストを特定することが困難であること、電算システムの変

更など徴収コスト増が予想されることなどから、その徴収には慎重な対応が必要である。

平成１７年度を予定している大学の法人化にむけて、休学者の取扱い等も含め、授業料な

ど使用料手数料のあり方について、総合的に検討していく。

（４９）寄宿舎寄宿料の金額設定基準の見直し等

ア 指摘等の内容

東京都立大学寄宿舎の寄宿料は国立大学の学生寮の月額費を準用し 月額３ ３００円 年、 ， （

額３９，６００円）となっている。

寄宿舎の寄宿料にかかわる金額設定基準について再検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１３年に行った全国の大学アンケート調査によると、本学の寄宿料は国公立大学との

比較ではほぼ同等である。

しかし、今後、新大学の独立行政法人化に向けて、新たな料金設定の検討は必要である。

（５０）学外寮の利用率の向上ないし利用料の徴収について

ア 指摘等の内容

会津田島寮については、さらに利用率を向上させるため、東京都立４大学の学生・教職員

以外へも利用可能者の範囲を広げられたい。利用者１人当たりの大学負担経費が、１万円超

になっていることから、水道光熱費等の応分の負担という観点より、利用料の徴収について

検討されたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

会津田島寮については、平成１３年度から都直営を廃止し、田島町公社が運営する形態と

なり、本学教職員・学生の利用の際、利用料を支払う方式とした。このように運営形態を見

直すとともに、平成１３年度より利用者負担額を増額した。

（５１）国際交流会館の稼動率向上の施策について

ア 指摘等の内容

海外留学生の居住用部分は２０室で、その稼働率は、９８．６％と非常に高い。一方、海

外研究者用の単身室は３４室で、稼働率は５９．３％と若干余裕があるので、留学生用への

振替を検討すべきである。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

研究者用居住枠のうち、単身室３室を留学生枠として振替を行い、平成１３年度より実施
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した。また、セミナー室３室のうち２室を留学生交流室として開設した。

（５２）国際交流協定に係る研究者受入について

ア 指摘等の内容

国際交流協定に基づく友好関係の発展の趣旨からは、東京都立大学と協定先大学が相互に

人材を派遣し、お互いが教育研究成果を得るように国際交流を実施すべきであり、東京都立

大学と協定先大学との間で研究者を相互にほぼ同人数・同日数派遣することが望ましい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

ここ数年の厳しい財政事情から、受入れについての予算措置もできない状況であるが、研

究者・留学生の受入れ、国際共同研究などは引き続き実施していく。

（５３）都民カレッジに対する補助金について

ア 指摘等の内容

減価償却引当特定預金の積立超過部分１，５００万円は、その保有目的が不明となってお

り、結果的に東京都立大学から都民カレッジ事業への補助金が支出過剰ということになって

いる。したがって、都民カレッジ事業への補助金の支給基準について見直しをされたい。

イ 講じた措置の概要【都立大学】

平成１３年度の補助金は、第２四半期に預金取り崩し手続を行い、前年度比△９２．２％

の２，０００万円とした。なお、都民カレッジは、平成１３年度末をもってその事業は終了

した。

（５４）大学全体における情報システムの管理及び情報化計画の策定について

ア 指摘等の内容

大学の情報システム全体に対する管理担当部署が存在していない。大学のシステム全体に

ついても各種検討を行う仕組みを設ける必要がある。

イ 講じた措置の概要

【都立大学】

「東京都立大学教育研究用情報処理システム利用規程」の一部改正により、情報システ

ム管理委員会及び情報処理システム運営室を、平成１３年度４月当初から設置・運営して

いる。

【都立科学技術大学】

これまで、計算機センターが言語教育システムを除く学内情報システムを管理していた

が、言語教育システムについても、計算機センターが管理することとし、全学の情報シス

テムを一元的に管理する体制を整えた。

【都立短期大学】
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昭島キャンパス及び晴海キャンパスにそれぞれ情報システムが設置されており、この管

理は、それぞれのキャンパスの担当係が一元的に所管している。大学のシステム全体の検

討は、平成１７年度目途の統合に向け４大学協同して行っていく。

【都立保健科学大学】

今後、平成１７年度目途の統合に向け、４大学協同してシステム全体の検討を行ってい

く。

（５５）電子メール及びネットワークの活用について

ア 指摘等の内容

電子メール等の活用情報については各大学での共有がされていない。情報の共有化によっ

て様々な活用方法や事務の効率化につながる可能性があるため、情報システムに関する担当

者の情報交流を行うことが望まれる。

イ 講じた措置の概要

【都立大学】

学生への電子メールアドレスの付与について、平成１３年度は、情報基礎教育受講者と

臨時の倫理講習会受講者に対して付与した。

平成１４年度は、入学手続時に申し出たパスワードを初期パスワードとして、学生全員

にメールアドレスを付与し、ガイダンス時に倫理講習会を開催し、受講済の者に対してメ

ール及びホームページ作成の権限を付与することとした。

また、その活用については、必要に応じ随時各大学と連絡を取り、情報の交換を行って

いる。都立４大学の情報共有化の場については、今後の大学改革の中で検討していく。

【都立科学技術大学 【都立短期大学】】

電子メール等の活用については、必要に応じ随時各大学と連絡を取り、情報の交換を行

。 、 。っている 都立４大学の情報共有化の場については 今後の大学改革の中で検討していく

【都立保健科学大学】

必要に応じて情報交換を行っているが、都立４大学の情報共有化の場については、今後

の大学改革の中で検討していく。

（５６）東京都立大学の都民カレッジについて

ア 指摘等の内容

運営費補助金は、全額が赤字の補填金となるものではないが、５年間の総事業費に対し約

６５％を補助金として支出しており、補助割合が非常に多い。したがって「受講料収入で可

能な限り事業運営費を賄えるように事業内容を見直し、採算性重視、経営効率化等の経営努

力」を払うように財団を指導すべきである。

イ 講じた措置の概要【都立大学】
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平成１３年度の補助金は、第２四半期に預金取り崩し手続を行い、前年度比△９２．２％

の２，０００万円とした。なお、都民カレッジは、平成１３年度末をもってその事業は終了

した。

（５７）東京都立科学技術大学の公開講座について

ア 指摘等の内容

一般管理費・報償費として処理している公開講座の報償費は、予算の調製においても、公

開講座の報償費として調製すべきである。また、仮に予算上、調製しない場合であっても、

決算上は公開講座で処理すべきである。

イ 講じた措置の概要【都立科学技術大学】

平成１２年度予算・決算から一括して調製している。

（５８）東京都立短期大学の公開講座について

ア 指摘等の内容

講座の内容によっては、継続する必要があるのかどうかについて見直しが必要である。

イ 講じた措置の概要【都立短期大学】

平成１２年度及び平成１３年度の公開講座については 「高齢者問題解決 「高校生向け」、 」

という二つのコンセプトを設定し、各回のテーマを決めた。これにより、従来行ってきた講

座の見直しを行った。

また、平成１４年度に実施する公開講座のアンケートの内容を４大学で共通化した。今後

は、このアンケートに基づき、講座の内容を点検・評価し、一層の見直しを図る。

（５９）東京都立保健科学大学の公開講座等について

ア 指摘等の内容

受講料が少額であるため、収支計算において赤字事業となる。

内容については、保健医療、看護等の専門分野を有することから、これからの高齢化社会

に向けて、社会的ニーズに適合した有用性の高い講座を開設することが必要である。

イ 講じた措置の概要【都立保健科学大学】

平成１４年度の公開講座実施計画策定にあたっては、都民の健康や保健医療に関する知識

を深める講座や、保健医療従事者が現場で抱える課題に対応できる講座など、有用性の高い

講座を計画した。

（６０）公開講座の有用性について

ア 指摘等の内容

公開講座という事業の有用性を評価するために、参加者の満足度を何らかの形で数値化し
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て測定する事について検討されたい。

イ 講じた措置の概要

【都立大学】

平成１３年度当初より、公開講座等委員会で、生涯学習の新しい形態について検討を行

った。その結果、平成１４年度に実施する公開講座のアンケート内容について４大学で共

通フォーマット化し、参加者の満足度を数値（５段階）で回答してもらう方法に改めるこ

ととした。

【都立科学技術大学】

受講者アンケートの様式を４大学で共通フォーマット化し、参加者の満足度が数値化で

きるように改めた。

【都立短期大学】

平成１３年度に４大学でワーキング・グループを設置し、公開講座のアンケートのあり

方を検討した。その結果、平成１４年度に実施する公開講座のアンケートの内容を４大学

で共通化し、参加者の満足度を数値（５段階）で回答してもらうことにより、公開講座の

有効性を評価できるように改めた。

【都立保健科学大学】

平成１３年度より、受講者アンケートの項目を改善し、参加者の満足度が数値化できる

ように改めた。

（６１）公開講座の実費徴収について

ア 指摘等の内容

公開講座には、質の高いものもあり、また、事業の便益を受ける者が特定されている。公

開講座を実施するための必要経費（光熱水費、資料代、外部講師に対する謝金等）に見合う

金額の徴収を検討されたい。

イ 講じた措置の概要

【都立大学】

連続型の公開講座について、国基準と同額の受講料を徴収することとした。今後は、大

学改革の中で４大学統一の見直しを検討していく。

【都立科学技術大学】

平成１３年度の公開講座の実施にあたり、必要経費と受益者負担の適正化のため、受講

料の改定と講師謝礼の減額を行った。今後は、大学改革の中で４大学統一の見直しを検討

していく。

【都立短期大学】

平成１３年度に公開講座の受講料について、資料代、謝金等の必要経費や国立大学にお

ける公開講座の受講料等をふまえた適正な金額を検討した。この検討結果に基づき、他の
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３大学とともに、平成１４年度に実施する公開講座の受講料を改定した。今後は、大学改

革の中で４大学統一の見直しを検討していく。

【都立保健科学大学】

従来、無料で行ってきた一般都民向けのオープンセミナーについて、平成１４年度より

受講料を徴収することとした。

今後は、大学改革の中で４大学統一の見直しを検討していく。

（６２）公開講座事業の収支の把握について

ア 指摘等の内容

公開講座に係る実際の収支を把握していないので、それを把握されたい。

イ 講じた措置の概要

【都立大学】

平成１４年度からの新たな公開講座の枠組みのもと、公開講座等委員会において検討す

る。今後とも、大学改革の中で４大学統一の見直しを検討していく。

【都立科学技術大学】

平成１３年度の受講料改定にあたり、間接経費等を含めた収支状況の把握を行った。

なお、公立大学としての社会的役割と学校経営としての収支バランスについては、今後

とも大学改革の中で４大学統一の見直しを検討していく。

【都立短期大学】

平成１３年度に公開講座の授業料の適正化の検討を行い、この検討の中で、謝金等の経

費算定を行った。今後とも、大学改革の中で４大学統一の見直しを検討していく。

【都立保健科学大学】

平成１３年度末において、間接経費を含めた収支把握を行った。今後とも、大学改革の

中で４大学統一の見直しを検討していく。

（６３）大学事業の在り方の見直しについて

ア 指摘等の内容

大学事業の継続を考慮したとき 「有用性の評価」という方法を導入することも検討してい、

くことが必要なのではないかと考える。

これらの評価方法を行うことによって無駄（非有用性）な支出の削減を行えるようになる

と考える。

イ 講じた措置の概要【管理部】

「有用性の評価」を実施していくためには、適切な評価制度の確立が必要となる。平成１

３年度には、４大学すべてで自己点検・評価を実施したほか、外部評価を都立大学で一部導

入した。
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第三者機関による評価については、大学評価・学位授与機構が行っている大学評価の対象

に、公立大学も含めるよう要望を行い、平成１４年度から公立大学も評価の対象となった。

、 、 、 、また 法人に移行後は 目標・計画・評価システムを導入し 客観的な評価結果をもとに

教育研究活動の改善を行っていくこととしており、現在、法人制度の具体化に向けて、検討

組織を設け検討中である。

（６４）教員について

ア 指摘等の内容

少人数による教育方針も一部見直しを行い、学生数の増員について検討すべき時期にきて

いるのではないか。

教員の有効活用を図るためには都立の大学間の教員の相互派遣等を検討されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１３年１１月に策定した「東京都大学改革大綱」において、都立の４大学を再編・統

、 、 、 、 、合して 平成１７年度を目途に新たな大学を設立することとし 現在 学部・コース 専攻

、 、 。学生数 教員の配置など 新大学の教育研究組織の構成について検討しているところである

この中で、学生数の適正規模等について検討していく。

また、平成１４年２月、都立の４大学間の単位互換協定を締結し、平成１４年度から実施

することとした。このほか、新大学への円滑な移行を図るためにも、教員の共同研究やビジ

ネススクール等への当該大学以外の教員の参画など、積極的に大学間の連携を進めていく。

（６５）職員について

ア 指摘等の内容

都立の４大学の統合等が実現すれば、経理、総務その他一般管理部門の業務の合理化は可

能と考えられる。

教員と職員のいずれについても、人員配置等の再構築について検討されたい。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１３年７月、都立の４大学を一元的に管理運営し、大学改革を推進する局相当の組織

として 「大学管理本部」を設置した。これにより、共通事務の一部集約化などに努め、大学、

事務局組織の簡素化を進めている。

また 「東京都大学改革大綱」において、都立の４大学を再編・統合して平成１７年度を目、

途に新たな大学を設立すること、新大学は独立法人化することを明らかにした。現在、法整

備が検討されている国立大学の動きをみながら、都においても、法人化後の大学の運営組織

のあり方について検討しているところであり、この法人化を見据え、事務組織や人員配置の

再構築を行っていく予定である。
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（６６）都立の大学の統合等について

ア 指摘等の内容

都立の４大学を統合して、統一された意思決定によって、大学事業を行うことにより、経

済性もしくは効率性が図れるものと考える。早急な統合は無理であるとすれば、可能な事項

からの共同の検討と他の公立大学との連合を視野に入れるべきではないかと考える。

イ 講じた措置の概要【管理部】

平成１３年７月、都立の４大学を一元的に管理運営し、大学改革を推進する局相当の組織

として 「大学管理本部」を設置した。現在、大学管理本部が中心となって、４大学の教員・、

事務局による様々な改革の検討の場を設け、４大学の連携・共同を推進している。

その結果、４大学間の単位互換、４大学の教員が参加する共同研究、４大学共同の公開講

座、４大学全体としての産学公連携への取組など、さまざまな連携・共同に平成１４年度か

ら着手することを、平成１３年度中に決定した。

なお、都立の４大学の再編・統合については、平成１３年１１月に策定した「東京都大学

改革大綱」において、平成１７年度を目途に新たな大学を設立することを明らかにしたとこ

ろである。

（６７）共同の具体的事例について

ア 指摘等の内容

、 。 、協力の具体例としては 学士入学や編入学の特別枠を設けることなどが考えられる 大学

学部を超えて、講座の利用を可能にすれば、教員数の削減が可能となる。同様に、経理、総

務その他の一般管理部門の統一もしくは共同利用によって職員数の削減を図ることも可能と

なる。

イ 講じた措置の概要【管理部】

都立の４大学間の単位互換については、平成１３年度、大学管理本部が中心となって４大

学間の協議を進めた結果、平成１４年２月、単位互換協定を締結し、平成１４年度から実施

することとした。

また、平成１７年度を目途に４つの大学を統合して設立する新大学は、３つの拠点キャン

、 。パスを持つこととなるが １年次の基礎・教養教育は集約して実施することを検討している

一般管理部門の効率化については、平成１３年７月の「大学管理本部」の設置により、共

通事務の一部集約化などに努め、大学事務局組織の簡素化を進めている。

（６８）公開講座の共同実施について

ア 指摘等の内容

大学ごとに実施されている公開講座を統合することにより、組織的な広報活動による受講

者の増加、都民のニーズに沿ったカリキュラム設定など、事業効果の向上と効率性の発揮が
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期待できるものと考える。

イ 講じた措置の概要【管理部】

各大学公開講座担当者によるワーキンググループ、４大学共同公開講座委員会を開催し、

広報の統一化や受講者に対する４大学共通アンケート用紙、受講料等の統一化などの検討を

行った。

また、４大学の共同公開講座を平成１４年度より実施する予定である。

２ 東京都における交通事業の経営管理について

交 通 局

（１）財務諸表に「重要な会計方針」を記載すべきもの

ア 指摘等の内容

交通局の財務諸表には、損益計算書及び貸借対照表の作成に当たって採用した「重要な会

計方針」の記載がない 「重要な会計方針」の財務諸表への記載について検討されたい。。

イ 講じた措置の概要

平成１２年度決算書から、交通局所管の３会計において①有価証券の評価基準及び評価方

法、②棚卸資産の評価基準及び評価方法、③固定資産の減価償却の方法、④引当金の計上基

準、⑤消費税等の会計処理基準について記載した。

（２）退職給与引当金の計上について

ア 指摘等の内容

高速電車事業の退職債務が概算で３２３億円（平成１２年３月末）あるが、貸借対照表に

債務として計上されていない。退職給与引当金の計上について検討されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１２年度決算から交通局所管の３会計において、期末在籍職員全員が普通退職したと

、 。仮定した場合の退職手当額について引当てを行い 過年度分については特別損失で処理した

（３）投資のうち株式の管理について

ア 保護預り残高報告書（ 保護預り現在高報告書 ）について「 」

（ア）指摘等の内容

現在の保護預り残高報告書の様式では、株式数が不明である。券種別株式数が分かるよ

うに保護預り残高報告書の様式を改訂することが望ましい。

（イ）講じた措置の概要
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券種別株式数が分かるように、平成１３年２月から様式を改訂した。

イ 株券不発行株式の管理について

（ア）指摘等の内容

「株券不所持申出受理通知書」の発行は、株式発行時に行われ、残高に関しては行われ

ないために、保有株式数との残高照合が、煩雑になっている。期末においては、株式数残

高が一目でわかる証明書を当該株券不発行の会社より入手するように改善することが望ま

しい。

（イ）講じた措置の概要

平成１２年度決算から、株式数残高が一目で分かる証明書を出資先会社から毎年度入手

することとした。

（４）高利率の企業債の借換えについて

ア 指摘等の内容

、 、政府債及び公庫債については 借入時点での利率で約３０年間にわたって固定されるため

今日の金利水準からみて極めて高い利率の政府債及び公庫債の残高が多額に上っている。交

通局では、公庫債について借換措置の拡充と、また、政府債について公庫債と同様の借換制

度の創設を、国に対して要望しているが、今後とも、高利率の企業債の借換え実現のため、

国に対して強く働きかけていくべきである。

イ 講じた措置の概要

国に対して行ってきた提案要求を一般要望項目から重点要望項目に変更し、働きかけを強

化した。

（５）資本剰余金から利益剰余金への振替について

ア 指摘等の内容

資本剰余金のうち１，５１８億円は、資本取引によって生じたものでないため、資本剰余

金を取崩すべきである。なお、これは国の指導や地方公営企業の会計慣行に従って資本取引

で処理されたものではあるが、一般に公正妥当と認められる会計基準等を踏まえ、あえて修

正処理を促すものである。

イ 講じた措置の概要

平成１２年度決算において、交通事業会計及び高速電車事業会計において欠損金処理計算

書（案）として、資本剰余金の取崩しを平成１３年第４回都議会定例会に提出し、平成１３

年１２月１９日に議決された。

（６）建設費補助金の会計処理について
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ア 指摘等の内容

補助金相当の減価償却費部分について、損益計算書においては赤字を生じさせる原因とな

り、貸借対照表においては欠損金を累積させることにより、高速電車事業が実態よりも経営

難であるかのような印象を与えることとなっている。補助金相当分の減価償却費を費用とし

ないために 「補助金等充当固定資産の減価償却方法の特例」を用いた減価償却を行うべき、

である。

イ 講じた措置の概要

平成１２年度決算から、新たに補助金をもって取得した資産について、特例による減価償

却を行った。

（７）高速電車事業における減価償却方法について

ア 指摘等の内容

高速電車事業は 「先行投資・料金回収型」の事業形態である。このような事業形態にお、

いて費用収益の対応を図るため、固定資産の費用として調達コストも考慮して毎期均等額を

計上する費用配分の方法である「年金法」の採用について検討することが望ましい。

イ 講じた措置の概要

「年金法」及びその具体的な適用方法について、引き続き研究していく。

（８）減価償却の開始時期の見直しについて

ア 指摘等の内容

固定資産を取得し、本勘定に計上した年度においては、減価償却を実施していない。

一般に公正妥当な会計処理の基準に基づいた減価償却の趣旨からすると、固定資産を取得

し、使用を開始した時より減価償却を開始すべきものであるから、会計事務規程の見直しを

検討されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１３年３月３１日付で東京都交通局会計事務規程を改正し、平成１２年度決算から、

減価償却の開始時期を「固定資産を取得した日の属する月から」に改めた。

（９）建設仮勘定のうち勘定整理をすべきもの

ア 本勘定へ振替すべきもの

（ア）指摘等の内容

建設仮勘定について、本勘定への振替漏れがあった。適時に本勘定に振替整理すべきで

ある。建設仮勘定の残高（特に長期滞留口座）については、本勘定への振替漏れがないか

どうかについて、定期的に内容を検討し管理すべきである。

（イ）講じた措置の概要
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振替漏れの勘定については、平成１３年２月に改善した。今後は、勘定誤りのないよう

に決算時の固定資産整理の際に内容確認を徹底する。

イ 勘定誤りを修正すべきもの

（ア）指摘等の内容

建物勘定（耐用年数５０年）に計上されている大島車両検修場空調設備更新その他の工

事は、冷凍機設備、空気調和設備及びボイラー等の更新であり、建物勘定に処理すべきも

のではなく、建物付属物（耐用年数１５年）に区分計上すべきである。

（イ）講じた措置の概要

平成１３年２月に建物勘定から建物付属物勘定に振替えた。今後は、勘定誤りのないよ

うに決算時の固定資産整理の際に内容確認を徹底する。

（１０）運輸指令所を外部の侵入から保護すべきもの

ア 指摘等の内容

、 。 、浅草線と三田線を管轄する運輸指令所について セキュリティ上の不備があった 例えば

、 。看板の撤去などの対応は多額の費用を要するようなものではなく 早急に対応すべきである

イ 講じた措置の概要

平成１３年２月に案内板からの運輸指令所の消去及び同指令所入口ドアの強化、平成１３

年３月に門扉の鍵の改善及び監視カメラの設置を行った。

（１１）貯蔵品の棚卸実施要領を整備し、棚卸を実施すべきもの

ア 指摘等の内容

貯蔵品材料に関して「棚卸実施要領」が整備されていないため、正確な実地棚卸しが行わ

れていないと認めざるを得ない。棚卸しの全件実施を徹底すべきであり、かつ 「棚卸実施、

要領」の改善と、本庁職員の現場実地棚卸しに対する立会を徹底するべきである。

また、現物の入出庫に伴うタイムリーな事務手続実施について検討を行われたい。

イ 講じた措置の概要

「貯蔵品の受払い及び棚卸し実施要領」の改善整備を、平成１３年３月に完了し、平成１

２年度決算時から、棚卸しの全件実施及び本庁職員の現場立会いを徹底した。

また、夜間や緊急時など正規の受払い手続ができないときは、簡易な伝票で払出したうえ

で、事後、速やかに正規手続を行うことを徹底した。

（１２）貯蔵品と決算品の区分について

ア 指摘等の内容

貯蔵品事務の見直しに伴い、下記のような問題が発生した。
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① 継続記録システム管理を中止して、現場での管理に一任したために、かえって現場の事

務負担量が増えることになった。

② 貯蔵品の期末残高があるにもかかわらず、必要な洗い替え計上が行われずに、簿外とな

ってしまい必要な管理が行えない場合が発生している。

何を、貯蔵品扱いとして貯蔵品システムで継続記録管理し、適正な在庫・発注管理を行う

べきかどうかについて十分に検討されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１３年３月に制定した「貯蔵品の受払い及び棚卸し実施要領」の中に 「貯蔵品と決、

算品とを区分する基準」を規定した。

この基準に則り、貯蔵品と決算品との具体的な品目の区分を平成１３年６月に行った。更

に、この区分を平成１３年度決算時から適用し、貯蔵品を継続記録管理して材料品の適正な

在庫・発注管理を行う。

（１３）貯蔵品の過剰在庫について

ア 指摘等の内容

事業所において、過剰在庫となっている貯蔵品が見受けられる。例えば、摺板（すり板）

は、平成１０年度末に約５年分の在庫を所有していたことになる。

効率的経営が求められている時にあって、過剰在庫とならないよう適切な仕入を心がける

べきである。

イ 講じた措置の概要

、 、貯蔵品の調達請求に当たっては 新たに当該部の管理課にその内容を審査させることとし

かつ、発注帳票（貯蔵品消費予定通知書）を改良し、過剰在庫とならないように、仕入方法

を改善した（ 貯蔵品の受払い及び棚卸し実施要領」に規定した 。「 。）

（１４）給与の支給日を同一日とすべきもの

ア 指摘等の内容

給与は、毎月１５日に本給を、２５日に超過勤務手当・特殊勤務手当等を支給しており一

カ月の給与について支給が二回に分かれている。

月ごとの給与の支給日を同一日として、支払事務を軽減されたい。

イ 講じた措置の概要

交通局の給与システムは、昭和４２年の稼働開始以来相当の年月が経過し、いくつかの点

で不都合が生じている。このため、現在新しい人事給与システムの構築に向けて局内にプロ

ジェクトチームを設置し検討を進めている。

今回の指摘事項に関しても、改善にはシステム変更を必要とするため、新システムの構築

に合わせて改善する予定である。
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（１５）給与支給の口座振込を促進すべきもの

ア 指摘等の内容

口座振込金額比率は、１５日支給分が７５．０％、２５日支給分が９５．３％（平成１２

年８月の場合）となっている。特に、１５日支給分の給与については口座振込を促進する余

地があるため、一層促進するように努められたい。

イ 講じた措置の概要

指摘を受けた後、給与の口座振込について強力に推進し、平成１４年３月１５日支給分の

． （ ， 、 ）、口座振込金額比率は９９ ９％ 支給人数合計８ ０１１人中 一部現金支給希望者７人

２５日支給分も９９．９％（支給人数合計７，６８１人中、一部現金支給希望者４人）と大

幅に改善した。

（１６）特殊勤務手当についての規程改正を適切に行うべきもの

ア 指摘等の内容

車いす利用者の介助に対する手当は規程に明示されていない。

、 。手当を支給する場合には根拠を明確にすべきであり 規程改正の手続を適切に行われたい

イ 講じた措置の概要

車いす利用者の介助に対する手当は、従来「東京都交通局企業職員の特殊勤務手当等に関

する規程」に定める特殊労務手当の支給要件である「急病人の搬送等に従事した場合」を根

拠に支給していた。

指摘を受けた後、平成１３年１月１日付で同規程を改正し、特殊労務手当の支給要件とし

て 「急病人の搬送その他別に定める業務に従事した場合」と改めるとともに 「特殊勤務、 、

手当等に関する規程の取扱いについて」も改正を行い、前出の支給要件の「その他別に定め

る業務」を「車椅子を利用するお客様の介助に従事した場合」と明文化し、当該指摘事項の

改善を行った。

（１７）売店の使用料につき検討すべきもの

ア 指摘等の内容

売店の使用料は乗降客数と使用面積により算定される定額制であるが、売上高と乗降客数

との間には、必ずしも当初予定していたような相関関係がなく、現在の乗降客数を基準とす

る使用料の設定方法は妥当とはいえない。社会通念上、通常の取引に準ずるものに改善する

ためには、売上高基準等の導入についても考慮されたい。

イ 講じた措置の概要

売店の売上高を構内営業料に反映させるため、平成１３年４月から、売店ごとの前年売上

実績に２．５％乗じた額を構内営業料とした。
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なお、大江戸線環状部の売店と指摘当時新設された売店については、今回、営業実績が１

年間を超えたので、平成１４年４月から同一の方法を導入する。

（１８）広告収入の収入額を検証すべきもの

ア 指摘等の内容

交通局の広告料収入の管理は、協同組合からの入金額と協同組合から送付される総額のみ

が記載された支払通知書とを照合するのみである。しかし、入金すべき広告料収入を把握す

るためには、実際の広告掲出状況と支払通知とのチェックが必要であるにもかかわらず、実

施されていない。実際の広告掲出状況と協同組合からの支払通知とのチェックを実施された

い。

イ 講じた措置の概要

平成１３年４月から、広告協同組合との受委託契約を廃止し、広告事業を局の直営とした

ことで、広告出稿の申込から収納まで一貫した管理が可能となった。このことにより、掲出

状況を把握し、収入との照合を行っている。

（１９）広告掲載率の向上について

ア 指摘等の内容

中吊りポスター及び窓上のポスターの掲載率は、それぞれ３割、６割程度と低調である。

ポスター掲載率の目標管理をするなどして、掲載率を高める努力をされたい。

イ 講じた措置の概要

平成１３年度は中吊りポスター、窓上ポスター共に掲載率１割アップを目標として、掲載

、 。 、率及び収入額の管理を行い 掲出方法の改善や企画商品の発売等の諸方策を講じた しかし

景気低迷や米国テロの影響等による交通広告の落ち込みは激しく、当局でも中吊りポスター

掲載率は前年度比５ポイント減、窓上ポスター掲載率は１ポイント増にとどまった。

平成１４年度は、企画商品の開発、販売方法の改善、積極的な市場の開拓等を行い、掲載

率の向上を図っていく。

帝都高速度交通営団【都市計画局】

（１）建設仮勘定のうち勘定整理すべきもの

ア 指摘等の内容

（ア）留置線工事の取得金額が建設仮勘定となっているが、適時に本勘定に振替整理すべきで

ある。

（イ）建設仮勘定の残高は、本勘定への振替漏れを定期的に管理すべきである。



- 32 -

イ 講じた措置の概要

（ア）当該工事件名は、平成１２年９月に、本勘定（固定資産勘定）への振替処理を行った。

（イ）振替漏れを防止するため、年２回、工事契約台帳と照合を行うこととした。

（２）固定資産管理の徹底について

ア 固定資産に標札を貼付すべきもの
ち ょ う ふ

（ア）指摘等の内容

固定資産と固定資産台帳との照合が困難となっている。現品に標札の貼付を実施された
ちょうふ

い。

（イ）講じた措置の概要

台帳との照合を行い平成１３年３月に現品に対して標札を貼付した。今後は、取得と同
ちょうふ

時に貼付を行うこととする。
ちょうふ

イ 固定資産台帳の営業線間の振替処理をすべきもの

（ア）指摘等の内容

列車動揺測定器等が他線で使用されているのに固定資産台帳上の振替処理がなされてい

ない。現品の移動と同時に行うべきである。

（イ）講じた措置の概要

振替処理については、平成１２年１１月に処理を行った。今後は、現品の移動と同時に

行うこととする。

ウ 固定資産管理の記載を明確にすべきもの

（ア）指摘等の内容

固定資産台帳の資産名称欄に記載不備がある。記載を適切に行い明確に管理すべきであ

る。

（イ）講じた措置の概要

固定資産台帳の記載不備なものについて、平成１３年３月に明確に管理するよう記載を

行った。今後は、取得の都度、明確に管理するよう記載を行っていくこととする。

（５）連結財務諸表の作成と開示（ディスクローズ）について

ア 指摘等の内容

（ア）事業報告書において、グループ全体の連結財務諸表を作成することが望ましい。

（イ）連結財務諸表は、開示することが望ましい。

イ 講じた措置の概要

（ア）連結財務諸表の作成は、検討を行っているところである。



- 33 -

（イ）情報公開の制度の整備が図られた時点で開示に努めることとする。

（６）駅共同使用料について

ア 指摘等の内容

駅共同使用料については、適正な損益計算を行うため、当年度の実績に基づいて計上を行

われたい。

イ 講じた措置の概要

共同使用者に申し入れを行っており、今後、引き続き検討していくこととする。

（７）関係会社への駐車場用地の貸付料について

ア 指摘等の内容

関係会社からの駐車場収入について、増収発生費用に見合う貸付料が得られるよう検討さ

れたい。

イ 講じた措置の概要

賃料見直しのための事例を調査中であり、料金の改定も実施している。今後、賃料率の見

直しを進めていく。

（８）会計システムにおける残高内訳をシステム上把握する仕組みの構築について

ア 指摘等の内容

会社として、未回収・未払いの残高内訳をシステム上は把握する仕組みの構築について検

討することが望まれる。

イ 講じた措置の概要

関連事業の事業比率が上昇した時点で、未収金・未払金の残高内訳をシステム上表示でき

る仕組みを構築するよう検討する。

（９）車両事務所における業務について

ア 指摘等の内容

工場及び検車区毎の人事、事業計画業務について、組織の簡素化を進める必要がある。

イ 講じた措置の概要

５箇所ある車両事務所を段階的に集約を図りながら１箇所に集約する方向で検討する。

東京臨海高速鉄道株式会社【都市計画局】

（１）物品の受払残高管理状況
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ア 規程の整備状況について見直しをすべきもの

（ア）指摘等の内容

、 。会計事務規程において 別途定めることとなっている物品の受払い規程を作成されたい

（イ）講じた措置の概要

貯蔵品取扱い規程を制定し、平成１３年４月から施行している。

イ 物品の受払残高管理について見直しをすべきもの

（ア）指摘等の内容

単価が比較的高い修繕物品については、継続記録法による物品管理システムに変更すべ

きである。

（イ）講じた措置の概要

貯蔵品について、継続記録法へ変更済みであり、貯蔵品においても資材管理システムを

導入した。

（２）固定資産の管理方法について見直しをすべきもの

ア 指摘等の内容

保守台帳と償却資産台帳の数量とを定期的に照合されたい。

イ 講じた措置の概要

決算に合わせて半期ごとに償却資産台帳を各資産の使用部署に還元し、照合を行う。

（３ 「経営改善計画」における損益改善の目標の明示について）

ア 指摘等の内容

「経営改善計画」に、損益改善の目標や年度毎の損益計画を明らかにすることを検討され

たい。

イ 講じた措置の概要

「経営改善計画」の改定時に検討する。

（４）社員プロパー化について

ア 指摘等の内容

早期にプロパー社員の採用について検討されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１４年４月に固有社員を採用することとしている。

（５）減価償却の方法について

ア 指摘等の内容
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日本鉄道建設公団に借入金の償還期間の延長を要請し、年金法の採用について検討された

い。

イ 講じた措置の概要

「年金法」の導入について、今後研究していくこととする。

株式会社ゆりかもめ【港湾局】

（１）経理課所管の「固定資産台帳」による管理について見直しをすべきもの

ア 勘定科目及び耐用年数について検討すべきもの

（ア）指摘等の内容

固定資産のうち、以下に掲げた受変電設備等については、科目及び耐用年数が適当では

ない。これらの固定資産は、工事内容を再検討の上、適切な科目及び耐用年数を用いられ

たい。

① 受変電設備

② 電力管理設備

③ 平成８年電力設備増強工事関連設備

④ 平成１０年電力設備増強工事関連設備

（イ）講じた措置の概要

指摘のあった４点について点検を行い、いずれも平成１３年度決算時までに必要な修正

を行った。

イ 経理課所管の「固定資産台帳」への資産登録単位を見直すべきもの

（ア）指摘等の内容

資産登録単位は、個別資産毎にすべきところ、変圧器の設置場所が１６箇所にわたるに

もかかわらず、場所毎に区分して計上していない等、現状においてはそのようになってい

ない。固定資産は、個別の資産を基本として登録管理されたい。

（イ）講じた措置の概要

、 。平成１３年度中に固定資産の総点検を行い 個別の資産を基本とする資産管理を施した

ウ 経理課所管の「固定資産台帳」への登録の見直しをすべきもの

（ア）指摘等の内容

経理課所管の「固定資産台帳」への登録にあたっては、ア及びイの問題の双方が複合的

に生じているために、勘定区分、耐用年数及び資産登録単位が当該資産の実態を的確に表

していないケースが多く見受けられる 「固定資産台帳」を、ア及びイの双方の観点から。
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総点検されたい。また、マニュアルを作成し、担当者が交代しても同じ処理がなされるよ

うにされたい。

（イ）講じた措置の概要

平成１３年度に、マニュアルを作成し、固定資産台帳への登録の見直しに関する総点検

を実施した。

（２）固定資産の管理について見直しをすべきもの

ア 指摘等の内容

上記（１）－ウで述べた問題があるため、経理課所管の「固定資産台帳」と現場担当課保

有の「固定資産管理台帳」とは必ずしも整合性があるとは言えない。会社は、固定資産管理

、（ 「 」 「 」 ）番号等を有効に活用して 貸借対照表－ 固定資産台帳 － 固定資産管理台帳 －現物

の相互の関係が正確に対応するようにされたい。

イ 講じた措置の概要

平成１３年度に固定資産管理見直しの作業に着手、全社的に固定資産現物への付番等の作

業を行い、平成１４年度中に完了させる。

多摩都市モノレール株式会社【都市計画局】

（１）物品の受払残高他の管理状況

ア 規程を整備すべきもの

（ア）指摘等の内容

経理規則において、定めることとされている「物品取扱規程」を作成されたい。

（イ）講じた措置の概要

平成１３年３月に「物品取扱規程」を作成した。

イ 貯蔵品の受払管理について見直しすべきもの

（ア）指摘等の内容

貯蔵品について、在庫の管理方法をルール化し原則として継続記録法を採用すべきであ

る。

（イ）講じた措置の概要

平成１３年度に貯蔵品の継続記録法を実施し、在庫管理方法のルール化を行った。

ウ 物品購入時の検査事務の執行方法について見直しすべきもの

（ア）指摘等の内容
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検査事務細則に定めているように、現品に会社の検査員が確認した証跡を残すべきであ

る。

（イ）講じた措置の概要

平成１３年３月より、証跡を残す現品検査を実施している。

（２）固定資産の現物管理の見直しをすべきもの

ア 指摘等の内容

各部署の現物管理台帳による現品管理を実施し、償却資産台帳と定期的に照合されたい。

イ 講じた措置の概要

管理台帳による現品管理を実施し、償却資産台帳と定期的に照合を行っている。

（３）営業用釣り銭準備金の運用状況について見直しをすべきもの

ア 指摘等の内容

主要６駅における「予備金」については、早期解消すべきである。

イ 講じた措置の概要

平成１３年３月に「予備金」を全て解消した。

（４ 「経営計画」自体の改善について）

ア 指摘等の内容

「 」 、 。経営計画 の中身について見直すとともに 増収策について検討されることが望ましい

イ 講じた措置の概要

平成１３年度決算の確定後を目処に「経営計画」を策定するべく検討を行う。また、増収

策については、一駅１００円運賃を平成１３年４月に実施した。

（５）借入金の繰上げ償還について

ア 指摘等の内容

高率の借入金は、繰上償還について借入先と交渉することを検討されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１２年度末に約１３０億円を一括返済した。

（６）社員のプロパー化について

ア 指摘等の内容

技術の蓄積や人件費負担の軽減化という観点から、一定の職員のプロパー化の推進を検討

されたい。

イ 講じた措置の概要
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固有社員を計画的に採用し、プロパー化を推進する。

（７）減価償却方法を再検討すべきもの

ア 指摘等の内容

減価償却費を圧縮するための措置として、資産の耐用年数を延長すること、車両は定率法

から定額法に変更すること 「年金法」の採用を検討することを検討されたい。、

イ 講じた措置の概要

、 。「 」 、車両の定額法への変更は 平成１２年度決算から行った 年金法 等の採用については

今後の検討課題とすることとした。

（８）広告収入の増大について

ア 指摘等の内容

車体広告について、条例改正後実施できるよう準備を進め収入を確保することを検討され

たい。

イ 講じた措置の概要

平成１３年度中に合計３編成の車体広告を実施した。

（９）車両基地用の土地及び借入金の帰属について

ア 指摘等の内容

車両基地の土地及び借入金について、都に帰属させることにし、使用許可を得る方法につ

いて検討されたい。

イ 講じた措置の概要

車両基地用地について、今後の経営状況を見ながらそのあり方を考えていく。

東京都地下鉄建設株式会社【交通局】

（１）受託工事に負担させる間接費の配分について

ア 指摘等の内容

受託工事支出金の負担する間接費の算定方法については、現行、工事本部の人員の工事案

件別の従事状況を把握していないため、正確な従事割合を算出することが困難である。受託

工事の間接費の配分について、工事本部の人員の従事状況を把握することにより、各工事ご

とに従事割合により配分する手法が取れる体制を検討することが望ましい。

イ 講じた措置の概要

平成１３年度の決算から、全従業員の年間の職務分担を明確にし、それにより受託工事に
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係わる従業員人工（にんく）を算出し、それに従業員一人当たりの経費単価を乗ずることに

より、受託工事費の間接費とすることにした。

（２）一般管理費の回収方法について

ア 指摘等の内容

一般管理費の回収については、資本金見合いの金額約３０億円を定期預金として運用する

、 、ことにより賄う予定にしていたが 一般管理費を賄うような運用益は当面期待できないため

例えば他の都の関係会社に対する余剰資金の貸付等、安全かつ十分な運用益が得られるよう

な利益創出の方法を模索されたい。また、一般管理費については会社設立の経緯から建設原

価の一部として取り扱うことも検討されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１２年度決算において、資金の運用益のほか土地の賃貸料等の収益を計上し、一般管

理費の回収を図った。

平成１３年度以降は、人件費・経費総額の節減に努めるとともに、建設原価の計上方法を

精査することにより、一般管理費の縮減を図っている。

（３）大江戸線環状部資産明細の作成について

ア 指摘等の内容

大江戸線環状部の資産明細は、交通局において、固定資産台帳作成の基礎資料となる非常

に重要なものであるため、次の点に留意して作成されたい。

・固定資産の現物管理を行う上で、現物と固定資産台帳の項目とが一対一で対応するように

資産を区分しておくこと。

イ 講じた措置の概要

大江戸線環状部引き渡し後の交通局において、固定資産管理が容易にできるよう、平成１

３年４月１日、会社に資産整理課を新設し、固定資産明細を作成する体制を整えた。

平成１３年度は、１２月に科目別明細書を、３月に固定資産台帳計上用明細リストを交通

局に提出した。

都 市 計 画 局

（１）営団に対する整備事業費補助について

ア 指摘等の内容

整備事業費補助は、内部補助の考え方の導入を検討し、整備事業費に対する補助方針を明

確にするとともに営団の路線別損益等を検討されたい。
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イ 講じた措置の概要

特殊会社化時点での望ましい助成の在り方について検討する場を平成１３年３月に設置

し、長期収支、路線別収支等の資料提出を求め検討を進めているところである。

（２）営団地下鉄と都営地下鉄との経営統合について

ア 指摘等の内容

経営統合について、検討に着手することを提言する。

イ 講じた措置の概要

検討会を設置し検討を進めている。

３ 財産管理について

環 境 局

（１）旧清掃事業所の駐車場等用地の有効活用について

ア 指摘等の内容

清掃事業の特別区への移管に伴い、清掃事業所等は原則として所在区に無償譲与したが、

八枝清掃事業所は標準面積の２倍以上の広さであるため、江東区に譲与ではなく無償で貸付

している。この土地の過大な貸付部分の有効利用について検討されたい。

イ 講じた措置の概要

当該土地については、敷地内の建物が分散され、分割できないため、平成１２年３月の都

区合意により、現在の建物の建替えまでの間、無償で貸し付けるものとされており、建物の

建替え時に適正規模で無償譲渡することになっている。

産業労働局（旧労働経済局）

（１）日雇労働者技能講習所及び同簡易宿泊所の有効活用について

ア 指摘等の内容

日雇労働者技能講習所及び同簡易宿泊所の管理経費として年間６，６５４万円を要してい

る。この技能講習所における技能訓練の実施状況は、年間１００日程度にとどまっており利

用率は低い。また、簡易宿泊所の設置目的である失業対策事業は終了しているにもかかわら

ず、居住者が定住化している。これらの施設の位置づけを明確にするとともに、有効活用に

ついて検討されたい。
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イ 講じた措置の概要

技能講習施設については、講習内容について、平成１４年度から、ホームヘルパーや家事

援助などの福祉分野、ビルメンテナンス、警備など、今後大幅に人材需要が見込まれる科目

を中心に再編し、その座学部分で施設を有効活用する。また、可能な科目から今年度前倒し

で実施できるよう努める。対象者について、山谷地域日雇労働者のほか、新たに自立を希望

する路上生活者（ホームレス）等の講習施設としても活用していく。

簡易宿泊所の宿泊者については、精力的な退所指導を行った結果、平成１１年度末の２４

人から現在１６人にまで減少した。更に、都営住宅の特定入居等により、引き続き全員退所

を目指す。施設については、特別区人事・厚生事務組合等の機関とも協議し、自立を目指す

路上生活者のグループホームや一時収容施設等としての活用策を検討する。

住 宅 局

（１）都営住宅の区への移管について

ア 指摘等の内容

平成元年の都区協議により、小規模住宅を特別区に移管するという合意をしているが、平

成１２年３月末現在で未移管のものが７１９団地ある。

特別区への都営住宅のすみやかな移管の方策について検討されたい。

イ 講じた措置の概要

（ア）未移管団地については、平成１２年３月の都区協議会において、包括的な移管の合意を

得た。

これを受け、今後１０年間で２万戸の移管を目標とした「都営住宅特別区移管推進計画

（平成１３年３月１５日 」を策定した。）

（イ）特別区が地域の実情に応じて都営住宅を移管・活用できる新たな方策として創設した

「建替時都営住宅区移管制度 （平成１２年１１月１日）を積極的に活用した。」

（ウ）上記（ア）の推進計画及び（イ）の新制度に基づき、各区と個々の団地について移管の

協議を精力的に進めている。

これにより、平成１２年度は２０団地、平成１３年度には１２団地の移管を行った。

また、平成１３年度末現在、平成１４年度に移管する３団地の協定が締結済みである。

（２）都営住宅家賃の滞納状況について

ア 指摘等の内容

都営住宅家賃の滞納状況は、平成１２年３月３１日現在、滞納者は２万７，９８８人、滞

納金額は５７億円と多額にのぼっている。滞納家賃の早期回収とともに、多額な滞納を発生
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させない方策について検討されたい。

イ 講じた措置の概要

滞納縮減を局の重要課題と位置づけ、執行体制を強化し、積極的に取り組んでいる。

具体的には、

① 支払督促や訪問等による滞納縮減に向けた指導の強化

② 長期又は多額滞納者に対する法的措置の強化

（平成１１年度１，０３５件 → 平成１３年度２，５４９件）

③ 生活保護世帯について福祉事務所のケースワーカーが住宅扶助費を代理受領し、住宅局

へ支払う方式の拡大

④ 居住者向け広報誌を活用した滞納予防の意識啓発の促進

⑤ 住宅局・公社での一斉電話催告の実施

などの方策を講じている。

、 、 ， 。これらの取組みの結果 平成１２年度末では 滞納額が５４億３ ０００万円に縮減した

平成１３年度には取組みをさらに強化し、滞納額は約４７億円まで縮減できる見込みであ

る。

滞納縮減については、今後とも、引き続き取組みを強化し、その縮減に努めていく。

建設局（旧多摩都市整備本部）

（１）未利用地の利用促進について

ア 指摘等の内容

広狭の未利用地を点在して所有している。今後の事業の方向性を明確にし、利用促進のた

めの措置を検討すること。

イ 講じた措置の概要

坂浜平尾土地区画整理事業については建設局、秋留台地域総合整備計画については都市計

画局で、今後検討していく。

また、公共事業の収束、終了に伴い不要となった代替地は、平成１３年度に財務局へ引渡

しを行った。

建 設 局

（１）公園の区への移管について

ア 指摘等の内容
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特別区への移管が決定されているのに、移管が行われていないものが２ヶ所ある。

また、杉並区に移管決定した都市計画公園用地には、現住家屋が存在しているものがある

ため、今後の取扱方針を検討すること。

イ 講じた措置の概要

豊島区の椎名町公園は譲渡済みであり、北区の桐ヶ丘中央公園は平成１４年度前半に都有

地の譲渡を行う予定である。

杉並区の公園用地は、平成１４年２月に住民説明会を実施し、今後も改善に向け対応して

いく。

（２）代替地の保有基準について

ア 指摘等の内容

代替地の中に、公共事業との関係が明確にされないまま、保有しているものがあるため、

保有基準の明確化を図ること。

イ 講じた措置の概要

代替地保有基準を制定し、基準を明確にした。

平成１３年度に約１万２，０００㎡を財務局へ引継ぎ、残りの対象地については平成１４

年度早期に引継ぐ予定である。
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［平成１１年度包括外部監査］

１ 東京都の経営する病院の経営管理について

福祉局（旧高齢者施策推進室）

（１）病院事業会計（公営企業会計）の適用をすべきもの

ア 損益計算書及び貸借対照表等の作成をすべきもの

（ア）指摘等の内容

可及的速やかに財務規程等を適用し、公営企業会計を導入することにより、発生主義に

基づく損益計算書及び貸借対照表ほかを作成する必要がある。

（イ）講じた措置の概要

平成１３年度において、固定資産の管理や貸借対照表作成のための所管の会計システム

について必要な予算措置を行ったが、平成１３年７月の「都立病院改革会議」の報告及び

同年１２月の「都立病院改革マスタープラン」において、老人医療センターは民間に、多

摩老人医療センターは当面財団法人東京都保健医療公社に経営を委ねる方向が打ち出され

た。

現在、同プランをもとに実施計画（平成１４年７月頃策定予定）を策定中であり、同計

画を踏まえ、両センターの経営主体にふさわしい会計方式を検討していく。また、会計方

式の変更に備え、資産についての必要な調査等を行っている。

（２）コンピュータシステムについて

ア 経営管理の観点から見た現状システムについて

（ア）指摘等の内容

人事情報、財務情報などが高齢者施策推進室の管轄するシステムとは接続していないた

め、経営管理上必要な基礎情報を速やかにシステムから出力することができず、きめ細や

かな経営分析や管理を実行することが非常に困難である。

（イ）講じた措置の概要

病院情報システムの再構築時に、システム環境を細やかな経営分析を行えるよう整備す

るとしていたが、平成１３年７月「都立病院改革会議」の報告及び同年１２月の「都立病

院改革マスタープラン」において、老人医療センターは民間に、多摩老人医療センターは

当面財団法人東京都保健医療公社に経営を委ねることとなった。

現在、同プランをもとに実施計画（平成１４年７月頃策定予定）を策定中であり、シス
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テムの再構築については、同計画を踏まえて検討していく。

イ 病歴管理について

（ア）指摘等の内容

カルテをもとにした管理情報は手作業で収集しなければならない。また、病歴に関して

は外部委託で行われているのみで、専任スタッフが不在である。

（イ）講じた措置の概要

病歴管理情報については、既存の医療情報システムに病歴管理機能を追加し、疾病等の

必要なデータの集計を効率よく行えるよう、平成１３年度にシステムを改善した。

なお、病歴担当係長ポストは、平成１２年度に設置した。

ウ システムサポートについて

（ア）指摘等の内容

、 、システムサポートの体制については クライアントサーバー化の進展などを考慮すると

機能及び責任体制において十分な体制とは言い難いのでその見直しと強化を検討すべきで

ある。また、あわせて医師及びコメディカルも含めた総合的なシステム関連教育を充実さ

せることも検討されたい。

（イ）講じた措置の概要

医事会計システムの更新により、経営指標に関する基礎情報の収集が可能となった。ま

た、システムの障害発生時に、職員が障害に適切に対応できるよう連絡体制を整備した。

さらに、病院職員を対象に経営指標に関する研修や、新任の医師とコメディカルを対象

とした端末の操作方法に関する研修を実施するなど、サポート体制の強化を図った。

２ 土地（未利用地）の管理運用について

財 務 局

（１）土地の利用（貸付等）を適正に行うべきもの

ア 指摘等の内容

普通財産のうち支障のないものについて、暫定的有効活用を図るため、区市町村の公的利

用又は地域の遊び場等として、無償又は貸付料の減額による一時貸付又は一時開放を行って

いる。

しかしながら、一時使用の目的であるにもかかわらず、長期にわたり貸付又は開放を継続

している事例が見受けられた。一時貸付又は一時開放は長期にわたることを想定したもので
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はなく、結果として特定の区市に恩恵を与えることとなり適切ではないので、貸付先又は協

定先と適切な土地利用関係を構築されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１４年３月２０日、江戸川区東小松川四丁目５４１７番１の６，６３０．４１平方メ

ートルの土地については、江戸川区に売却した。

（２）土地開発基金に属する土地の恒久的利用又は処分を検討すべきもの

ア 指摘等の内容

土地開発基金に属する土地のうち、都市開発関連用地については、暫定的な活用は図られ

ているが、将来における恒久的利用又は処分を検討されたい。

イ 講じた措置の概要

平成１２年６月１日、土地開発基金の廃止に伴い、都市開発関連用地は、基金財産から財

務局所管一般会計普通財産に財産区分の変更を行った。

平成１３年１１月１５日、新宿区高田馬場一丁目１０８４番１の１，７７７．９１平方メ

ートルの土地については、分筆を行い、１，５５４．４４平方メートルの土地を帝都高速度

交通営団に売却した。

また、平成１４年３月１１日、荒川区東日暮里五丁目４２番２ほか１筆の９０４．６２平

方メートルの土地については、民間事業者に売却した。

３ 公の施設等の管理について

財団法人東京都生涯学習文化財団【教育庁】

（１）修繕の基礎となる図面情報の効率的・効果的な活用について

ア 指摘等の内容

施設建設の契約により、しゅん工時に提出される図面は書面である。このため長期にわた

って、最新の施設状況を把握することは、事実上不可能であり、電子情報化を検討すべきで

ある。

イ 講じた措置の概要

（ア）教育庁

ａ 機器の整備

、 、平成１３年度のＣＡＤのリース更新に際し 大型スキャナー機能を加味するとともに

課内ＬＡＮと接続し、紙図面の電子媒体化を進めた。

ｂ 職員に対する内部研修の実施
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課内にＣＡＤ委員会を設置し、ＣＡＤを日常業務に使用している職員を講師として、

課内のすべての技術職員に対し、ＣＡＤの研修を実施した。

ｃ ＣＡＤ業務の活用拡大

建築工事、機械、電気設備工事の一部について、設計委託の成果品をＣＡＤで納品さ

せるとともに、設計の一部についてＣＡＤを活用している。

ｄ 図面管理態勢の検討と費用対効果の試算

財務局で検討中であり、検討結果を待って教育庁として対応する。

（イ）東京都生涯学習文化財団

ａ 図面管理システムの導入

平成１２年度末に開発した「建物保全情報システム」の一部として図面管理システム

があり、５０図面を読み込み電子化した。また、紙図面をスキャナーで読み取りコンピ

ュータ内で処理するとともに、パソコンによる図面の修正を可能にした。

ｂ 機器の整備

平成１３年度に、ＣＡＤの電子データを紙ベースに打ち出す機能と紙図面を電子媒体

化する機能を有する機器を導入し、修正も可能にした。

東京武道館の勤務体制について（２）

ア 指摘等の内容

東京武道館は開館している時間に合わせ午前８時３０分から午後９時３０分までの間に８

時間勤務するものとしているが、８時間の勤務を割り振るのみでは硬直的であり、重複が生

。 、 。じている ８時間未満での勤務を可能にして 柔軟な人員の割り振りを行うことが望ましい

財団独自の雇用を行うことで、条例等の規制を受けない人員配置を図ることも検討の余地が

ある。

イ 講じた措置の概要

財団運営におけるより一層の簡素化・効率化を目指し、事業の公共性や人材確保の効率性

にも配慮し、多様な形態での人材活用を検討していく。

、 、 、 。なお 勤務体制について検討し 平成１３年度からは 職員を２名減じ１１名としている

株式会社東京国際貿易センター【産業労働局（旧労働経済局 】）

（１）総合事務管理システムを改善すべきもの

ア 総勘定元帳等の諸帳票を作成できるように改善すべきもの
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（ア）指摘等の内容

総合事務管理システムは、東京国際展示場の管理・運営に重要な役割を果たすべきもの

であるが、経理システムについては有効に機能していない。総勘定元帳等、貸借貸借表等

の財務諸表等を出力できるよう経理システムの改善をされたい。

（イ）講じた措置の概要

経理事務の効率化のためには改めてシステム開発を進める必要があるが、総合事務管理

システムは非常に大きなシステムであり、システム全体を改善するためには多大な開発費

用と時間を要する。そこで、御指摘の経理システムについては当面、総合事務管理システ

ムとは別に、改善（現在、帳票類はアクセス、財務諸表はエクセルで作成中）を進め最終

的に総合事務管理システムとの連携が図れるよう検討を進めてきた。しかし、監理団体改

革実施計画（監理団体総点検結果）のなかで平成１５年度に社団法人東京国際見本市協会

と株式会社東京国際貿易センターとが統合するという方針が決まり、公益法人会計のシス

テムを事務管理システム本体につなげる改善を行っても利用する期間が１年となり費用対

効果が得られない。このため、今後はシステムの拡張性を担保する目的で現行の事務管理

システムをウインドウズ上に乗せる改善を最優先で進め、企業会計を前提とした統合先の

団体との調整に努めていくこととする。

なお、平成１３年度以降の都との貸付契約においては、システム全体利用の義務づけの

内容を削除した。

イ 債権管理メニューにつき改善を要するもの

（ア）指摘等の内容

経理システムには、債権管理メニューという債権管理機能があるが、実施には有効に機

能していない。未収金を極力減らすこと及び作業効率化のために債権管理メニューにつき

改善されたい。

（イ）講じた措置の概要

経理事務の効率化のためには改めてシステム開発を進める必要があるが、総合事務管理

システムは非常に大きなシステムであり、システム全体を改善するためには多大な開発費

用と時間を要する。そこで、御指摘の経理システムについては当面、総合事務管理システ

ムとは別に、改善（現在、帳票類はアクセス、財務諸表はエクセルで作成中）を進め最終

的に総合事務管理システムとの連携が図れるよう検討を進めてきた。しかし、監理団体改

革実施計画（監理団体総点検結果）のなかで平成１５年度に社団法人東京国際見本市協会

と株式会社東京国際貿易センターとが統合するという方針が決まり、公益法人会計のシス

テムを事務管理システム本体につなげる改善を行っても利用する期間が１年となり費用対

効果が得られない。このため、今後はシステムの拡張性を担保する目的で現行の事務管理

システムをウインドウズ上に乗せる改善を最優先で進め、企業会計を前提とした統合先の
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団体との調整に努めていくこととする。

なお、平成１３年度以降の都との貸付契約においては、システム全体利用の義務づけの

内容を削除した。

（３）今後検討が望まれる課題について

ア リスクの軽減について

（ア）指摘等の内容

現在、前金納入期限直前のキャンセルの多発や開催規模が縮小されるケースが増えてい

る。リスクの分析・研究を行ない、リスク発生を抑止する方策を講じるなどリスクを最小

限にとどめることが肝要である。

（イ）講じた措置の概要

リスク抑制策については、先ごろ策定した「中期経営計画」にそって実態に即した適切

な対応を行う。具体的には、次回の利用予約の受付時期に合わせてキャンセル料の設定と

前払制度の確立を図った。

４ 出資団体の経営管理について

財団法人東京都新都市建設公社【都市計画局】

（１）町田市忠生地区の土地の有効活用を図るべきもの

ア 指摘等の内容

、 、公社は 町田市忠生地区に町田市に公園緑地用地として貸付を行っている保有地について

今後、町田市と買取りを含め協議し、有効活用の検討を行うこと。

イ 講じた措置の概要

町田市に対し当該土地を一括処分する方向で交渉を進めて、売買契約が成立した。

東京都住宅供給公社【住宅局】

（１）土地の有効利用を図るべきもの

ア 指摘等の内容

公社所有の住宅開発用地のうち、事業化が困難と思われる用地（６地区、６６万㎡）につ

いて、保有コストが年間１億２，０００万円かかっていることから、早急に土地の有効利用

について検討されたい。なお、売却の方針が決定した用地については、土地勘定に振り替え
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るべきである。

イ 講じた措置の概要

４地区について次の措置をした。なお、６地区全てを土地勘定に振り替えた。

（ア）大谷地区

平成１３年度に民間事業者に０．０８haを売却した。また、監査受検時の貸与面積７．

３haに加え、平成１３年度、新たに三宅村げんき農場等として４．５haを貸与した。公的

機関への貸与であることから、非課税申請を行い、新たに公租公課２，５００万円を縮減

した。

（イ）大柳地区

． 。 ． 、平成１３年度に０ ２haを民間事業者に売却した その他の用地７ ６４haについては

監査受検時から引き続き八王子市運動場等として貸与し、公的機関への貸与であることか

ら、非課税扱いとなっている。

（ウ）多摩ニュータウン１９住区

平成１２年度に民間事業者に０．０８haを売却し、平成１３年度に公的事業者等に０．

０８haを売却した。

（エ）福生駅東口地区

平成１３年度に０．１６ha全てを公的事業者に売却した。

（２）分譲代金に係わる滞留債権の早期処理を図るべきもの

ア 指摘等の内容

長期分譲住宅、長期積立分譲住宅及び民間提携住宅の１年以上の長期にわたる滞留債権に

ついて、早急に回収に努められたい。また、回収不能なものについては、法的措置により早

急に措置されたい。

イ 講じた措置の概要

（ア）長期分譲住宅及び長期積立分譲住宅

監査指摘における１年以上の長期滞納者は７５名（６，１６８万円）であったが、呼出

、 、 、 、 （ ，状の送付 電話 訪問督促など 個別対応による収納の促進を徹底した結果 ４２名 ２

８６６万円）は完納となった。残り３３名のうち３名については、完納には至らなかった

ものの大部分を回収し滞納月数を１年未満とした。さらに残った３０名のうち、特に長期

化している２名について既に訴訟中、この他２名については訴訟に向け準備をしている。

平成１４年２月現在、指摘時の長期滞納者以外に新たに２８名が長期滞納となっている

が、呼び出しや訪問による督促、分納誓約指導など解消に向けて努力している。

（イ）民間提携住宅

指摘のあった３件のうち、１件については賃貸住宅事業継続による分割回収を行ってい

る。また、１件については所有者の任意売却により回収すべく処分手続中である。他の１
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件についても所有者の任意売却による回収を計画しており、処分先を検討中である。

（３ 「経営改善引当金」と「社屋整備引当金」の計上について）

ア 指摘等の内容

「 」 「 」 、経営改善引当金 及び 社屋整備引当金 といった利益留保的性格の引当金については

財政状態及び経営成績を明瞭に表示するために、計上を取りやめるべきであり 「地方住宅、

供給公社会計基準」の見直しを行うことが望ましい。

イ 講じた措置の概要

地方住宅供給公社会計基準は、平成１４年３月に全国住宅供給公社等連合会により改正さ

れ、平成１４年４月１日開始事業年度から適用する。新会計基準では、利益留保的性格の引

当金の計上を取りやめ、財政状況及び経営成績を明瞭に表示する。

（４）繰延資産の会計処理について（傾斜家賃繰延）

ア 指摘等の内容

傾斜家賃繰延は資産として計上すべきではなく、発生した会計期間の費用として計上すべ

きであり、これに反するような規定をしている「地方住宅供給公社会計基準」の見直しを関

係者と協議の上、早急に行うことが望ましい。

イ 講じた措置の概要

地方住宅供給公社会計基準は、平成１４年３月に全国住宅供給公社等連合会により改正さ

れ、平成１４年４月１日開始事業年度から適用する。新会計基準では、指摘の主旨に従い、

償却の見込めなくなった傾斜家賃繰延資産は費用として計上することとした。

（５）繰延資産の会計処理について（家賃割引繰延）

ア 指摘等の内容

建替事業の従前居住者に対する家賃激変緩和措置による家賃減収分を東京都からの借入金

により資金手当をしているが、当借入金を収入勘定として損益計算書に計上している。損益

会計と資金会計が混同されているので会計処理の再検討を図られたい。

イ 講じた措置の概要

会計処理方法を再検討し、平成１２年度から、当該借入金の収入勘定への計上を取りやめ

ることとした。

株式会社東京テレポートセンター【港湾局】

（１）人的組織体制について
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ア 指摘等の内容

、 。現状 会社への都・民間からの派遣・出向職員の在籍期間は平均約１年４ヶ月と相当短い

社員に対するインセンティブの付与、ノウハウの蓄積・スペシャリストの育成・人脈形成

による営業活動等の面で現状による人員体制は改善することが望ましい。特にノウハウ・経

験を要する職種については、派遣・出向期間の延長に努めることが望ましい。

イ 講じた措置の概要

派遣・出向元に対して、業務知識やノウハウを持つ人材の推薦を依頼し、派遣・出向元の

延長を引き続き要請した。

平成１４年４月１日から施行される「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関す

る法律」等により、東京都から退職派遣された社員については、派遣期間が２年から３年に

延長されることとなった。

また、固有社員の経験・ノウハウを有効に活用できるよう人事異動を行い、派遣・出向社

員の業務遂行の円滑化を進めた。さらに、平成１２年１２月に業務の標準的な手順を定めた

マニュアルを作成し、誰もが即戦力として業務を行えるようにしている。

東京臨海熱供給株式会社【港湾局】

（１）人的組織体制について

ア 指摘等の内容

現状、会社への都・民間からの派遣・出向職員の在籍期間は平均約１１ヶ月と短い。

社員に対するインセンティブの付与、ノウハウの蓄積・スペシャリストの育成・人脈形成

による営業活動等の面で現状の人員体制は改善する必要がある。特にノウハウ・経験を要す

る職種については、派遣・出向期間の延長に努めることが望ましい。

イ 講じた措置の概要

これまで、派遣・出向元に対しては、必要に応じ人材の選定、派遣期間等について要請を

行い、人的組織体制の強化を図ることが出来た。さらに、平成１４年４月１日からは 「公、

益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」等により、都から退職派遣される

職員については、派遣期間が２年から３年に延長されることになり、より一層人的組織体制

の強化を図ることが出来るようになった。

なお、業務上のノウハウ蓄積を図るため、危機管理マニュアル、作業基準等の業務マニュ

アルを平成１３年３月に整備し、現状の人員体制の補完及び改善を図った。
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